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1．ＥＣ調達システムの概要



ＥＣ調達システムＥＣ調達システム

トップ画面トップ画面



2．ＥＣ調達システムの普及状況



電子契約率の推移
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普及状況

2002年4月
500万以上の

契約案件に
適用ルール化

2002年～

東京支店より
各支店へ順
次導入

2005年1月
100万以上の

契約案件に
適用ルール化

2009年12月
85％
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3．普及展開活動について



3．普及展開活動について

Ⅰ．社内組織体の設立

①本社ワーキンググループの発足（ＥＣ推進ＷＧ）

顧問
副社長・役員クラス

リーダー
本社 建築技術本部本社

サブリーダー
本社各部署 次席クラス

ワーキングメンバー
各支店・その他部署 （5つの分科会会議体）

ＥＣ推進ＷＧ

サブＷＧ
Ａ

サブＷＧ
Ｂ

サブＷＧ
Ｃ

サブＷＧ
Ｄ

サブＷＧ
Ｅ

システム開発 見積依頼・回答 注文・注文請 出来高・請求 普及展開

イメージ図



3．普及展開活動について

Ⅰ．社内組織体の設立

②支店ＥＣ推進責任者・ＥＣキーマンの任命

ＥＣ推進ＷＧ

各支店ECキーマン

各支店EC推進責任者

・・・ECキーマンへの重点教育実施

・・・支店毎の導入実施計画の策定

・・・現場、協力会社展開の主体



各支店毎の普及計画策定
3．普及展開活動について



3．普及展開活動について

Ⅱ．社内への普及展開

①スムーズな導入の為の施策

・導入地域

東京→横浜・関東→全国

・適用金額

500万以上→100万以上

・適用業務
見積依頼

回答
注文・
注文請

出来高
請求 立替金



コスト系システム支店展開スケジュール
2002年6月20日/建築技術本部工務部

2001年
7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4

協力会社導入スケジュール

実装規約に基いた市販ソフト

ＥＤＩツール （注文書・請書）

（出来高・請求書）
ＡＳＰ

社内導入スケジュール
EC調達システム

　　システム開発
　

東京支店　管理部門調達

　　　　　　　現場調達

横浜・関東支店

東北・広島

四国・北陸

札幌・名古屋

関西・九州

2003年2002年

運用（出来高
請求まで）

注文書フェーズ開発

キーマン教育 運用（注文書まで）

商品版　Ver.2.0展開

運用（注文書まで）

東京・関東・横浜管轄
協力会社に、Ｖｅｒ.2.0
の導入を要請

鹿島全協力会社に
Ｖｅｒ.2.1の導入を要請

出来高・請求フェーズ
システム開発

全協力会社に各支店運用
開始スケジュールを宣言

総合
試行

東京支店注文
書ＥＤＩ適用開始

試行

東京支店
現場展開開始

※導入準備

キーマン教育
8支店説明会 

運用（注文書まで）

2支店説明会 

リリース

運用（注文書まで）

商品版　Ver.2.1販売予想

9/4 9/11

※導入準
備

12/5
運用（注文書まで）

運用（注文書まで）

運用（注文書まで）

キーマン教育

キーマン教育

キーマン教育

※導入準
備

※導入準
備

※導入準
備

修正 テスト
修正
移行

運用（見積依頼・回答まで）

ＡＳＰ立上

商品版　Ver.2.1展開

実装規約Ｖｅｒ.2.1

協力会社に、ＡＳＰ
への加入を要請

12/18

3．普及展開活動について



3．普及展開活動について

Ⅱ．社内への普及展開

②支店毎の目標設定とフォロー

・導入現場数、加入業者数、利用率について
目標設定し、その結果を毎月フォロー

・支店間の競争意識を高揚

・目標達成支店に対しては賞賛

・目標未達成支店はトップへ報告書提出



3．普及展開活動について
ＥＣ普及展開実績

■支店別のＥＣ導入現場数の実績値（目標数は各支店と調整済み）

※3ヶ月ごとの分数表示は、分母は目標値、分子は実績値

年 ０２年

月 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

札幌 3 4 5 7/7 9 9 11/10 14 15 15/15 16 18 20/20 20 23 24/20

東北 1 1 1 11/10 11 11 11/10 11 11 21/20 25 27 32/30 34 35 40/35

関東 2 2 2 10/10 10 10 20/20 32 32 32/30 32 32 51/50 52 53 54/60

東京 10 12 14 33/33 42 45 49/40 55 61 62/60 69 70 85/80 92 102 120/125

横浜 7 7 7 21/20 23 27 31/30 33 35 40/40 50 52 55/50 55 59 67/60

北陸 1 1 1 11/10 11 11 11/10 13 14 15/15 18 19 20/20 20 20 21/20

名古屋 0 0 3 11/10 13 15 21/20 22 23 25/25 30 31 33/30 33 40 41/40

関西 1 1 5 22/20 22 23 31/30 33 34 52/50 57 59 60/60 62 68 74/70

広島 1 1 9 22/10 25 28 37/10 39 47 49/15 59 60 64/20 67 71 73/25

四国 6 8 9 10/10 10 10 10/10 11 11 12/15 14 14 14/20 17 18 20/20

九州 6 6 8 10/10 10 11 14/10 16 19 22/15 28 34 44/20 50 61 70/25

合計 38 43 64 168/150 186 200 246/200 279 302 345/300 398 416 478/400 502 550 604/500

4/25時点 8/19時点 11/14時点12/1時点 　▲必達

■支店別のＣＩＷＥＢ加入実績値（正式申込業者数） ※欄は年間１００万円以上の取引が4件以上ある取引先の数

※3ヶ月ごとの分数表示は、分母は目標値、分子は実績値

年 ０２年

月 ※ 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

札幌 75 18 21 20 22/20 22 22 23/30 23 26 30/40 30 32 38/50 51 52 54/60

東北 135 11 21 47 53/30 55 59 61/55 63 65 69/75 72 76 87/90 135 136 141/110

関東 200 45 45 45 48/55 48 48 49/80 54 56 70/110 76 90 96/130 178 190 203/160

東京 628 72 82 89 95/175 98 103 102/260 106 106 107/350 113 125 136/430 308 319 326/520

横浜 116 29 29 32 35/30 36 40 41/45 42 43 51/60 55 59 67/75 135 139 140/90

北陸 123 57 58 61 63/30 63 64 63/50 64 64 64/65 65 66 75/85 125 126 127/100

名古屋 132 52 52 53 53/35 53 53 54/55 54 54 54/70 55 58 59/90 116 116 116/110

関西 213 23 23 24 26/60 26 32 57/85 60 63 65/110 67 73 75/145 133 139 145/170

広島 84 53 55 58 59/25 59 61 68/35 68 68 69/45 70 83 86/60 114 121 152/70

四国 43 63 63 62 62/10 62 60 60/15 60 60 60/20 60 64 67/25 111 114 117/30

九州 108 47 48 49 50/30 50 51 51/40 51 54 56/55 62 67 71/70 117 122 123/80

ＣＩＷＥＢ（開発）

合計 1857 470 497 540 562/500 572 593 629/750 645 659 695/1000 725 793 857/1250 1523 1574 1644/1500

目標 ▲12/10現在 4/２５時点 10/31時点 　▲必達

2003年 2004年

2003年 2004年

出来高・請求運用開始
出来高・請求システム開発

テスト



3．普及展開活動について

Ⅱ．社内への普及展開

③操作教育の実施

・全国各地での操作講習会の開催

（支店、営業所、現場毎に開催）

・電話Q&Aによるサポートセンターの設置

・よくある質問WEB検索システムの作成

・操作マニュアル類の作成配布

・e‐ラーニングによる操作教育

・理解を深める為のメールマガジンの配信



3．普及展開活動について

メールマガジン

よくある質問検索画面



実際の画面操作に沿って
シミュレーションする

e-ラーニングによる操作教育

3．普及展開活動について



3．普及展開活動について

Ⅱ．社内への普及展開

④継続的なシステムの改善

・利用案件増加に伴うサーバーの増強
・処理能力改善の為のサーバー増強

・安定稼動の為のサーバーの二重化

・機能改善、機能追加等、ユーザーの改善

要望に対応

・社内他システムとの連携強化
・見積システム、実行予算システム、損益管理システム

経理システム他



3．普及展開活動について

Ⅲ．協力会社への普及展開

①社外ホームページの立上げ

社外トップページ
→お知らせ
→電子商取引のご案内



3．普及展開活動について

Ⅲ．協力会社への普及展開

②協力会社の各種会合・機関紙等での周知

・鹿島事業協同組合（約950社）総会で周知

・鹿栄会（約3700社）会報誌に掲載

・マスコミ等への掲載（建設通信新聞他）

・その他23000社へ文書送付

・未導入会社へのアンケート実施、分析



3．普及展開活動について



3．普及展開活動について

Ⅲ．協力会社への普及展開

③操作教育支援

・鹿島ＣＩ‐ＮＥＴサポートセンター（電話Ｑ＆Ａデ
スク）の立上げ

・ＣＩＷＥＢ操作講習会の開催（全国・有料）

・操作教育CD「使ってみよう！ＣＩＷＥＢ」の作

成販売



3．普及展開活動について

「使ってみよう!ＣＩＷＥＢ」ＣＤ

CI-NETサポートセンター画面

※販売実績 約1000枚



サポートセンター

問合せ対応入力画面

※問合せ内容等を全て入力し、
システム改善等につなげている。

3．普及展開活動について



サポートセンター問合せ件数の推移
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件数

社内問合せ 協力会社問合せ

2002年度
社内4名
社外4名
計8名対応

2009年度

社内外併せ
て3名対応

2005年3月ピーク時
合計 2717件／月
（100万以上案件に適

用後最初の決算月）

3．普及展開活動について

2009年12月
社内 662件
社外 342件
合計 1004件／月



■問い合わせの傾向

1.問い合わせの内容
・出来高・請求 70％
・見積・注文 20％
・その他 10％

2.問い合わせの時期

・当社の出来高確認は全社統一の締日を設定し
ている。

・問い合わせは出来高締日の直前に集中する。

3．普及展開活動について



4．電子商取引によって
得られた効果



4．電子商取引によって得られた効果

Ⅰ．コストダウン

①ペーパーレス化による経費削減

・書類保管費

・書類配送費

・書類持参に伴う交通費

②下請契約印紙代の削減

・グループ間発注における印紙代の削減

（連結子会社とのEC下請取引 約9,000件/年
削減金額 約8,000万/年）



4．電子商取引によって得られた効果

Ⅱ．調達業務の効率化

①見積～請求までの事務作業の省力化

・照合、検算、回覧、捺印、請求書入力、ファイリング
が不要もしくは省力化。

②社内承認ルートを整理・簡素化

（ワークフローの見直し）

・本当に必要な部署と人のみに電子回覧する。

③関連システムとの連携による業務効率化

・支払管理、損益管理、見積作成等の社内他システ
ムとの連携による業務効率化。



4．電子商取引によって得られた効果

Ⅲ．蓄積された情報の活用

①発注データの活用

・調達業務における全国発注情報の参照

・最新の発注実績の見積へのフィードバック

②取引先情報の活用

・発注状況把握による計画配置、山積管理

・連絡先電話番号、担当者名等、電話帳機能

Ⅳ.その他

・内部統制、建設業法遵守対応で活躍



おわり
ご清聴ありがとうございました。
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